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過労死等防止対策大綱を閣議決定
――厚労省推進協議会がとりまとめ

　

政
府
は
七
月
二
四
日
、「
過
労
死
等
の
防
止

の
た
め
の
対
策
に
関
す
る
大
綱
」
を
閣
議
決

定
し
た
。昨
年
の
通
常
国
会
で
成
立
し
た「
過

労
死
等
防
止
対
策
推
進
法
」（
一
一
月
施
行
）

に
基
づ
き
、厚
生
労
働
省
に
設
置
さ
れ
た「
過

労
死
等
防
止
対
策
推
進
協
議
会
」
で
と
り
ま

と
め
を
行
い
、
パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
の
手

続
き
を
経
て
定
め
ら
れ
た
も
の
。
大
綱
で
は
、

「
過
労
死
を
ゼ
ロ
に
し
、
健
康
で
充
実
し
て

働
き
続
け
る
こ
と
の
で
き
る
社
会
へ
」
と
い

う
副
題
を
付
し
、
平
成
三
二
年
ま
で
に
、
①

週
労
働
時
間
六
〇
時
間
以
上
の
雇
用
者
の
割

合
を
五
％
以
下
に
す
る
、
②
年
次
有
給
休
暇

の
取
得
率
を
七
〇
％
以
上
に
す
る
、
③
平
成

二
九
年
ま
で
に
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
取

り
組
ん
で
い
る
事
業
場
の
割
合
を
八
〇
％
以

上
に
す
る
、
と
い
う
目
標
の
早
期
達
成
を
め

ざ
す
と
し
た
。
ま
た
、「
今
後
お
お
む
ね
三
年

を
目
途
に
、
す
べ
て
の
都
道
府
県
で
シ
ン
ポ

ジ
ウ
ム
を
開
催
す
る
な
ど
全
国
で
啓
発
活
動

が
行
わ
れ
る
よ
う
に
す
る
」ほ
か
、「
身
体
面
・

精
神
面
の
不
調
を
生
じ
た
労
働
者
の
誰
も
が

必
要
に
応
じ
て
相
談
で
き
る
体
制
の
整
備
を

図
る
」
こ
と
も
明
記
し
た
。

四
つ
の
対
策
の
基
本
的
な
考
え
方
等
を
規
定

　

過
労
死
等
防
止
対
策
推
進
法
（
弊
誌
二
〇

一
四
年
八
月
号
・
四
三
頁
参
照
）
は
、
過
労

死
等
を
法
律
上
、
初
め
て
定
義
し
、
そ
の
防

止
の
た
め
の
対
策
（
以
下
、
防
止
対
策
）
の

あ
り
方
を
「
基
本
理
念
」
と
し
て
示
す
と
と

も
に
、
こ
れ
を
効
果
的
に
推
進
す
る
責
務
を

国
に
課
す
な
ど
の
内
容
で
制
定
さ
れ
た
も
の
。

第
七
条
で
「
政
府
は
、
過
労
死
等
の
防
止
対

策
を
効
果
的
に
推
進
す
る
た
め
、『
大
綱
』
を

定
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」
と
規
定
し
て
お

り
、
そ
の
作
成
に
当
た
っ
て
は
、「
関
係
行
政

機
関
と
協
議
す
る
と
と
も
に
、『
過
労
死
等
防

止
対
策
推
進
協
議
会
』
の
意
見
を
聴
く
」
と

さ
れ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
厚
生
労
働
省
に
同

協
議
会
が
設
置
さ
れ
、
五
回
に
わ
た
り
議
論

を
重
ね
て
き
た
。

　

な
お
、
同
協
議
会
は
岩
村
正
彦
・
東
京
大

学
大
学
院
法
学
政
治
学
研
究
科
教
授
を
会
長

と
し
、
川
人
博
・
弁
護
士
や
森
岡
孝
二
・
関

西
大
学
名
誉
教
授
な
ど
「
専
門
家
委
員
」
八

人
、
寺
西
笑
子
・
全
国
過
労
死
を
考
え
る
家

族
の
会
代
表
な
ど
「
当
事
者
代
表
」
四
人
の

ほ
か
、
労
働
者
・
使
用
者
の
代
表
委
員
各
四

人
の
全
二
〇
人
で
構
成
し
て
い
る
。

　

大
綱
で
は
、「
は
じ
め
に
」
と
し
て
「
人
の

生
命
は
か
け
が
え
の
な
い
も
の
で
あ
り
、
ど

の
よ
う
な
社
会
で
あ
っ
て
も
、
過
労
死
等
は
、

本
来
あ
っ
て
は
な
ら
な
い
。
過
労
死
等
が
な

く
、
仕
事
と
生
活
を
調
和
さ
せ
、
健
康
で
充

実
し
て
働
き
続
け
る
こ
と
の
で
き
る
社
会
の

実
現
に
寄
与
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
今

後
こ
の
大
綱
に
基
づ
き
、
過
労
死
等
の
防
止

の
た
め
の
対
策
を
推
進
す
る
」
こ
と
を
明
記

し
た
。
そ
の
う
え
で
、
過
労
死
等
を
め
ぐ
る

現
状
と
課
題
を
網
羅
的
に
書
き
込
む
と
と
も

に
、
法
第
八
～
第
一
一
条
に
規
定
さ
れ
た
四

つ
の
対
策
―
―
す
な
わ
ち
「
調
査
研
究
等
」

「
啓
発
」「
相
談
体
制
の
整
備
等
」「
民
間
団
体

の
活
動
に
対
す
る
支
援
」
に
つ
い
て
、
基
本

的
な
考
え
方
等
や
、
国
・
国
以
外
の
主
体
が

取
り
組
む
重
点
対
策
を
整
理
し
た
。

 

現
状
と
課
題

週
六
〇
時
間
以
上
の
雇
用
者
は
四
六
八
万
人

　

そ
れ
に
よ
る
と
、
平
成
二
六
年
に
お
け
る

全
産
業
の
週
六
〇
時
間
以
上
の
就
業
者
は
五

六
六
万
人
で
、
う
ち
雇
用
者
は
四
六
八
万
人
。

週
六
〇
時
間
以
上
の
者
の
割
合
は
近
年
、
低

下
傾
向
で
推
移
し
一
割
弱
と
な
っ
て
い
る
が
、

働
き
盛
り
の
三
〇
代
男
性
で
は
一
七
・
〇
％

と
、
以
前
よ
り
低
下
し
つ
つ
も
高
水
準
で
推

移
し
て
い
る
。
ま
た
、
年
次
有
給
休
暇
に
つ

い
て
は
、
付
与
日
数
が
長
期
的
に
微
増
す
る

一
方
、
取
得
日
数
は
微
減
か
ら
横
ば
い
と

な
っ
て
お
り
、
取
得
率
は
五
割
を
下
回
る
水

準
で
推
移
し
て
い
る
。
い
わ
ゆ
る
正
社
員
の

約
一
六
％
は
年
次
有
給
休
暇
を
一
日
も
取
得

し
て
お
ら
ず
、
ま
た
、
年
次
有
給
休
暇
を
ほ

と
ん
ど
取
得
し
て
い
な
い
労
働
者
に
つ
い
て

は
長
時
間
労
働
者
比
率
が
高
い
実
態
に
あ
る
。

　

一
方
、
仕
事
や
職
業
生
活
に
関
す
る
こ
と

で
強
い
不
安
、
悩
み
、
ス
ト
レ
ス
を
感
じ
て

い
る
労
働
者
の
割
合
は
、
平
成
二
五
年
は
五

二
・
三
％
と
以
前
よ
り
低
下
し
た
も
の
の
、

依
然
と
し
て
半
数
を
超
え
て
い
る
。内
容（
三

つ
ま
で
複
数
回
答
）を
み
る
と
、「
仕
事
の
質
・

量
」（
六
五
・
三
％
）
が
も
っ
と
も
多
く
、
次

い
で
「
仕
事
の
失
敗
、
責
任
の
発
生
等
」（
三

六
・
六
％
）、「
対
人
関
係
（
セ
ク
ハ
ラ
・
パ

ワ
ハ
ラ
含
む
）」（
三
三
・
七
％
）
と
続
く
。

　

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策
に
取
り
組
む
事
業

所
は
六
〇
・
七
％
で
、
そ
の
内
容
（
複
数
回

答
）
は
、「
労
働
者
へ
の
教
育
研
修
・
情
報
提

供
」（
四
六
・
〇
％
）、「
事
業
所
内
で
の
相
談

体
制
の
整
備
」（
四
一
・
八
％
）、「
管
理
監
督

者
へ
の
教
育
研
修
・
情
報
提
供
」（
三
七
・

九
％
）
な
ど
と
な
っ
て
い
る
。
な
お
、
都
道

府
県
労
働
局
等
に
寄
せ
ら
れ
る
労
使
紛
争
に

係
る
相
談
の
う
ち
、「
い
じ
め
、
嫌
が
ら
せ
」

関
連
は
近
年
急
増
し
、
平
成
二
四
年
度
に
は

「
解
雇
」
の
相
談
件
数
を
上
回
っ
て
い
る
。

勤
務
問
題
に
よ
る
自
殺
者
は
二
二
〇
〇
人
超

　

自
殺
者
数
は
平
成
一
〇
年
以
降
、
一
四
年

連
続
で
三
万
人
を
超
え
て
い
た
も
の
の
、
平

成
二
二
年
以
後
は
減
少
が
続
き
、
平
成
二
六
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年
は
二
万
五
〇
〇
〇
人
余
り
と
な
っ
て
い
る
。

職
業
別
に
み
る
と
、
被
雇
用
者
・
勤
め
人
は

七
一
六
四
人
。
勤
務
問
題
が
原
因
・
動
機
の

一
つ
と
推
定
さ
れ
る
自
殺
者
数
は
、
平
成
一

九
～
二
三
年
ま
で
増
加
し
た
も
の
の
、
そ
の

後
減
少
し
、
平
成
二
六
年
は
二
二
二
七
人
。

詳
細
を
み
る
と
、「
仕
事
疲
れ
」
が
三
割
を
占

め
、
次
い
で
「
職
場
の
人
間
関
係
」
が
二
割

強
、「
仕
事
の
失
敗
」
が
二
割
弱
、「
職
場
環
境

の
変
化
」
が
一
割
強
と
な
っ
て
い
る
。

　

業
務
に
お
け
る
過
重
な
負
荷
に
よ
る
脳
血

管
疾
患
ま
た
は
虚
血
性
心
疾
患
を
発
症
し
た

と
し
て
労
災
請
求
さ
れ
た
件
数
は
、
過
去
一

〇
年
程
度
、
七
〇
〇
件
台
後
半
～
九
〇
〇
件

台
前
半
の
間
で
増
減
し
て
い
る
。
こ
の
う
ち
、

労
災
支
給
が
決
定
さ
れ
た
件
数
は
、
平
成
一

四
年
度
に
三
〇
〇
件
を
超
え
て
以
降
、
高
い

水
準
で
推
移
し
、
平
成
一
九
年
度
に
は
三
九

二
件
と
な
っ
た
。
決
定
件
数
の
う
ち
死
亡
に

係
る
件
数
は
、
平
成
一
四
年
度
に
一
六
〇
件

と
な
り
、
以
降
も
一
〇
〇
件
を
超
え
て
推
移

し
て
い
る
。
業
種
別
に
は
「
道
路
貨
物
運
送

業
」、職
種
別
に
も
「
自
動
車
運
転
従
事
者
」

が
も
っ
と
も
多
い
。
年
齢
別
に
は
、
四
〇
歳

以
上
で
多
く
な
っ
て
い
る
。

精
神
障
害
の
労
災
請
求
は
一
四
〇
〇
件
超

　

業
務
に
お
け
る
強
い
心
理
的
負
荷
に
よ
り

精
神
障
害
を
発
病
し
た
と
し
て
労
災
請
求
さ

れ
た
件
数
は
、
平
成
一
一
年
度
に
初
め
て
一

〇
〇
件
を
超
え
た
後
、
増
加
傾
向
で
推
移
し

て
い
る
。
平
成
二
一
年
度
に
一
〇
〇
〇
件
を

超
え
、
二
五
年
度
に
は
一
四
〇
九
件
と
な
っ

た
。
こ
の
う
ち
、
支
給
決
定
さ
れ
た
件
数
は
、

平
成
一
四
年
度
に
一
〇
〇
件
、
一
八
年
度
に

二
〇
〇
件
超
、
二
二
年
度
に
は
三
〇
〇
件
超

と
な
り
、
二
四
年
度
に
は
四
七
五
件
に
の

ぼ
っ
て
い
る
。
決
定
件
数
の
う
ち
、自
殺（
未

遂
含
む
）
に
係
る
も
の
は
、
平
成
一
八
年
度

以
降
、
六
〇
件
を
超
え
て
推
移
し
て
お
り
、

平
成
二
四
年
度
に
は
九
三
件
と
な
っ
た
。
業

種
別
に
は
、「
社
会
保
険
・
社
会
福
祉
・
介
護

事
業
」
や
「
道
路
貨
物
運
送
業
」「
医
療
業
」

等
に
多
い
。
職
種
別
に
は
「
一
般
事
務
従
事

者
」
が
最
多
で
、
年
齢
別
で
は
三
〇
歳
代
と
、

脳
・
心
臓
疾
患
に
比
べ
て
若
い
年
齢
層
に
多

く
な
っ
て
い
る
。

　

こ
う
し
た
現
状
を
踏
ま
え
、大
綱
で
は「
過

労
死
等
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ま
で
主
に
労
災

補
償
を
行
う
際
の
業
務
起
因
性
に
つ
い
て
議

論
さ
れ
て
き
た
が
、
そ
の
効
果
的
な
防
止
に

つ
い
て
は
、
い
ま
だ
十
分
と
は
言
え
な
い
こ

と
か
ら
、
過
労
死
等
の
防
止
対
策
に
資
す
る

た
め
、
長
時
間
労
働
の
他
に
ど
の
よ
う
な
発

生
要
因
等
が
あ
る
か
を
明
ら
か
に
す
る
こ
と

が
必
要
で
あ
る
」
と
指
摘
。
ま
た
、「
就
業
者

の
脳
血
管
疾
患
、
心
疾
患
（
高
血
圧
性
を
除

く
）、
大
動
脈
瘤
お
よ
び
解
離
に
よ
る
死
亡

数
は
、
六
〇
歳
以
上
が
全
体
の
七
割
以
上
を

占
め
て
い
る
も
の
の
、
脳
・
心
臓
疾
患
に
よ

り
死
亡
し
た
と
す
る
労
災
請
求
件
数
と
大
き

な
差
が
あ
る
」
ほ
か
、「
被
雇
用
者
・
勤
め
人

の
自
殺
者
の
う
ち
、
勤
務
問
題
を
原
因
・
動

機
の
一
つ
と
す
る
自
殺
者
数
は
、
精
神
障
害

に
よ
り
死
亡
し
た
と
す
る
労
災
請
求
件
数
と

大
き
な
差
が
あ
る
」
な
ど
と
指
摘
し
た
。

　

一
方
、
啓
発
に
つ
い
て
も
「
一
定
程
度
は

な
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、
十
分
と
は
言
え
る

状
況
に
な
い
。
と
く
に
若
年
者
を
対
象
と
す

る
教
育
活
動
を
通
じ
た
啓
発
が
必
要
」
と
し
、

「
と
く
に
長
時
間
就
労
す
る
労
働
者
に
着
目

し
て
、
そ
の
労
働
時
間
の
短
縮
と
年
次
有
給

休
暇
の
取
得
を
促
進
す
る
た
め
の
対
策
が
必

要
」
で
あ
り
、「
労
働
時
間
の
把
握
が
さ
ま
ざ

ま
な
対
策
の
前
提
に
な
る
こ
と
か
ら
、
そ
の

把
握
を
客
観
的
に
行
う
よ
う
啓
発
す
る
必
要

が
あ
る
」
な
ど
と
し
た
。

 

過
労
死
等
防
止
対
策
の
基
本
的
な
考
え
方

　

そ
の
う
え
で
、
大
綱
は
過
労
死
等
の
防
止

対
策
の
基
本
的
な
考
え
方
と
し
て
、「
そ
の
発

生
要
因
等
は
明
ら
か
で
な
い
部
分
が
少
な
く

な
い
。
第
一
に
実
態
解
明
の
た
め
の
調
査
研

究
が
早
急
に
行
わ
れ
る
こ
と
が
重
要
」
と
強

調
し
た
。
し
か
し
な
が
ら
、「
過
労
死
等
の
防

止
は
喫
緊
の
課
題
で
あ
り
、
原
因
の
一
つ
で

あ
る
長
時
間
労
働
を
削
減
し
、
仕
事
と
生
活

の
調
和（
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
の
確
保
）

を
図
る
と
と
も
に
、
労
働
者
の
健
康
管
理
に

係
る
措
置
を
徹
底
し
、
良
好
な
職
場
環
境
を

形
成
の
う
え
、
労
働
者
の
心
理
的
負
荷
を
軽

減
し
て
い
く
こ
と
は
急
務
」
と
し
、
当
面
の

対
策
の
進
め
方
に
も
言
及
し
た
。

１　

調
査
研
究
等
の
基
本
的
な
考
え
方

　

過
労
死
等
の
実
態
を
解
明
す
る
調
査
研
究

等
に
当
た
っ
て
は
、
複
雑
で
多
岐
に
わ
た
る

要
因
や
そ
れ
ら
の
関
連
性
を
分
析
し
て
い
く

必
要
が
あ
る
。
そ
の
た
め
、「
医
学
や
労
働
・

社
会
分
野
の
み
な
ら
ず
、
経
済
学
等
の
関
連

分
野
も
含
め
、
国
、
地
方
公
共
団
体
、
事
業

主
、
労
働
組
合
、
民
間
団
体
等
の
協
力
の
も

と
多
角
的
、
学
際
的
な
視
点
か
ら
調
査
研
究

を
進
め
て
い
く
こ
と
が
必
要
」
と
し
た
。

　

中
で
も
、
医
学
分
野
の
調
査
研
究
に
つ
い

て
は
、「
過
労
死
等
の
危
険
因
子
や
疾
患
と
の

関
連
の
解
明
、
効
果
的
な
予
防
対
策
に
資
す

る
研
究
を
行
う
こ
と
が
必
要
」
と
し
、
そ
の

成
果
を
踏
ま
え
て
「
過
労
死
等
の
防
止
の
た

め
の
健
康
管
理
の
あ
り
方
に
つ
い
て
検
討
す

る
こ
と
が
必
要
」
と
し
た
。
ま
た
、「
調
査
研

究
が
科
学
的
・
倫
理
的
に
適
切
に
行
わ
れ
る

よ
う
、
外
部
専
門
家
に
よ
る
評
価
を
受
け
る

よ
う
に
す
る
こ
と
が
必
要
」
と
し
て
い
る
。

　

労
働
・
社
会
分
野
の
調
査
研
究
に
つ
い
て

は
、「
民
間
の
雇
用
労
働
者
の
み
な
ら
ず
、
公

務
員
、自
営
業
者
、会
社
役
員
も
含
め
、
業
務

に
お
け
る
過
重
な
負
荷
ま
た
は
強
い
心
理
的

負
荷
を
受
け
た
こ
と
に
関
連
す
る
疾
患
、
療

養
者
の
状
況
と
そ
の
背
景
要
因
を
探
り
、
我

が
国
に
お
け
る
過
労
死
等
の
全
体
像
を
明
ら

か
に
す
る
こ
と
が
必
要
」
と
指
摘
し
た
。

　

そ
の
う
え
で
「
調
査
研
究
の
成
果
を
集
約

し
、
啓
発
や
相
談
の
際
に
活
用
で
き
る
情
報

と
し
て
発
信
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
」
と
し

た
。

２　

啓
発
の
基
本
的
な
考
え
方

　

啓
発
の
基
本
的
な
考
え
方
に
つ
い
て
は
、

ま
ず
、「
国
民
に
対
す
る
啓
発
」
と
し
て
、「
過

労
死
等
を
職
場
や
労
働
者
の
み
の
問
題
と
捉

え
る
の
で
は
な
く
、
国
民
一
人
ひ
と
り
が
労

働
者
の
生
産
し
た
財
や
サ
ー
ビ
ス
の
消
費
者

と
し
て
、
と
も
に
生
活
す
る
社
会
の
構
成
員

と
し
て
、
さ
ら
に
は
労
働
者
を
支
え
る
家
族

や
友
人
と
し
て
、
自
身
に
も
関
わ
る
こ
と
と

し
て
過
労
死
等
に
対
す
る
理
解
を
深
め
る
と

と
も
に
、
そ
れ
を
防
止
す
る
こ
と
の
重
要
性

に
つ
い
て
自
覚
し
、
関
心
と
理
解
を
深
め
る

よ
う
、
国
、
地
方
公
共
団
体
、
民
間
団
体
が

協
力
・
連
携
し
つ
つ
、
広
く
継
続
的
に
広
報
・

啓
発
活
動
に
取
り
組
ん
で
い
く
こ
と
が
必

要
」
な
ど
と
し
た
。

　

ま
た
、「
教
育
活
動
を
通
じ
た
啓
発
」
と
し

て
は
、「
若
い
頃
か
ら
労
働
条
件
を
は
じ
め
、

労
働
関
係
法
令
に
関
す
る
理
解
を
深
め
る
こ

と
も
重
要
」
と
し
、「
民
間
団
体
と
も
連
携
し

つ
つ
、
学
校
教
育
を
通
じ
て
啓
発
を
行
っ
て

い
く
」
必
要
が
あ
る
と
し
て
い
る
。

　

さ
ら
に
、「
職
場
の
関
係
者
に
対
す
る
啓

発
」
と
し
て
は
、「
上
司
に
対
す
る
啓
発
や
若
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い
年
齢
層
の
労
働
者
が
労
働
条
件
に
関
す
る

理
解
を
深
め
る
た
め
の
啓
発
も
重
要
」
な
ど

と
強
調
。
ま
た
、「
労
働
基
準
や
労
働
安
全
衛

生
に
関
す
る
法
令
の
遵
守
が
重
要
」
で
あ
り
、

関
係
法
令
の
規
定
を
は
じ
め
関
連
す
る
事
業

主
が
講
ず
べ
き
措
置
や
指
針
、
関
係
通
達
の

内
容
と
そ
の
趣
旨
に
対
す
る
、
理
解
の
促
進

や
遵
守
の
た
め
の
啓
発
指
導
を
行
う
必
要
が

あ
る
と
し
た
。

　

過
労
死
等
の
主
な
原
因
の
一
つ
で
あ
る
、

長
時
間
労
働
の
削
減
や
賃
金
不
払
残
業
の
解

消
、
年
次
有
給
休
暇
の
取
得
促
進
に
当
た
っ

て
は
、「
こ
れ
ま
で
の
働
き
方
を
改
め
、
仕
事

と
生
活
の
調
和（
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
）

の
と
れ
た
働
き
方
が
で
き
る
職
場
環
境
づ
く

り
を
進
め
る
必
要
が
あ
る
」
と
し
、「
定
時
退

社
や
年
次
有
給
休
暇
の
取
得
促
進
等
、
そ
れ

ぞ
れ
の
実
情
に
応
じ
た
積
極
的
な
取
り
組
み

が
行
わ
れ
る
よ
う
働
き
か
け
て
い
く
」
と
と

も
に
、「
先
進
的
な
取
組
事
例
を
広
く
周
知
」

し
て
「
積
極
的
な
取
り
組
み
は
企
業
価
値
を

高
め
る
こ
と
、
ま
た
、
過
労
死
等
を
発
生
さ

せ
た
場
合
に
は
そ
の
価
値
を
下
げ
る
こ
と
に

つ
な
が
り
得
る
こ
と
を
啓
発
す
る
こ
と
も
必

要
」
な
ど
と
し
た
。

　

一
方
、「
過
重
労
働
対
策
や
メ
ン
タ
ル
ヘ
ル

ス
対
策
に
取
り
組
ん
で
い
る
企
業
が
社
会
的

に
評
価
さ
れ
る
」
よ
う
、
そ
う
し
た
企
業
を

広
く
周
知
す
る
こ
と
も
必
要
と
し
、
ま
た
、

長
時
間
労
働
の
背
景
に
は
さ
ま
ざ
ま
な
商
慣

行
も
存
在
し
、
個
々
の
企
業
労
使
に
よ
る
対

応
の
み
で
は
改
善
に
至
ら
な
い
場
合
も
あ
る

こ
と
か
ら
、「
取
引
先
や
消
費
者
な
ど
関
係
者

に
対
す
る
問
題
提
起
等
に
よ
り
、
個
々
の
企

業
に
お
け
る
労
使
を
超
え
て
改
善
に
取
り
組

む
気
運
を
社
会
的
に
醸
成
し
て
い
く
こ
と
が

必
要
で
あ
る
」
な
ど
と
し
た
。

３　

相
談
体
制
の
整
備
等
の
基
本
的
考
え
方

　

相
談
体
制
の
整
備
等
に
際
し
た
基
本
的
な

考
え
方
と
し
て
は
、
過
労
死
等
の
危
険
を
感

じ
た
場
合
に
早
期
に
相
談
で
き
る
よ
う
、「
労

働
者
が
気
軽
に
相
談
す
る
こ
と
が
で
き
る
多

様
な
相
談
窓
口
を
、
民
間
団
体
と
連
携
し
つ

つ
整
備
す
る
こ
と
が
必
要
」
と
指
摘
し
た
。

併
せ
て
、「
職
場
で
健
康
管
理
に
携
わ
る
産
業

医
を
は
じ
め
と
す
る
産
業
保
健
ス
タ
ッ
フ
等

の
人
材
育
成
、
研
修
に
つ
い
て
充
実
・
強
化

を
図
る
こ
と
も
必
要
」
と
し
、
ま
た
、「
相
談

窓
口
は
労
働
者
の
プ
ラ
イ
バ
シ
ー
に
配
慮
し

つ
つ
、
必
要
な
場
合
に
躊
躇
な
く
相
談
に
行

く
こ
と
が
で
き
る
よ
う
な
環
境
を
整
備
し
て

い
く
こ
と
が
必
要
」
と
し
た
。

　

そ
し
て
、
そ
の
た
め
に
も
職
場
で
、「
労
使

双
方
が
過
労
死
等
の
防
止
対
策
の
重
要
性
を

認
識
し
、
労
働
者
や
管
理
監
督
者
等
に
対
す

る
教
育
研
修
等
を
通
じ
て
、
過
重
労
働
や
心

理
的
負
荷
に
よ
る
自
ら
の
身
体
面
、
精
神
面

の
不
調
に
気
づ
く
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
し

て
い
く
」
と
と
も
に
、「
上
司
、
同
僚
も
労
働

者
の
不
調
の
兆
候
に
気
づ
き
、
産
業
保
健
ス

タ
ッ
フ
等
に
つ
な
ぐ
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に

し
て
い
く
」
な
ど
、
相
談
に
行
く
こ
と
に
対

す
る
共
通
理
解
を
形
成
し
て
い
く
必
要
が
あ

る
と
し
た
。

　

さ
ら
に
、
産
業
医
等
の
い
な
い
小
規
模
事

業
場
に
対
し
て
相
談
対
応
を
行
う
「『
産
業

保
健
総
合
支
援
セ
ン
タ
ー
』
の
地
域
窓
口
に

つ
い
て
、充
実
・
強
化
を
図
る
こ
と
も
必
要
」

と
指
摘
。
ま
た
、「
職
場
以
外
で
は
家
族
・
友

人
等
も
過
労
死
等
の
防
止
対
策
の
重
要
性
を

認
識
し
、
過
重
労
働
に
よ
る
労
働
者
の
不
調

に
気
づ
き
、
相
談
に
行
く
こ
と
を
勧
め
る
な

ど
適
切
に
対
処
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
が

必
要
」
な
ど
と
し
た
。

４　

民
間
団
体
の
活
動
支
援
の
基
本
的
考
え
方

　

過
労
死
等
を
防
止
す
る
取
り
組
み
を
め

ぐ
っ
て
は
、
家
族
を
過
労
死
で
亡
く
し
た
遺

族
が
悲
し
み
を
乗
り
越
え
、
同
じ
苦
し
み
を

持
つ
者
の
間
で
交
流
を
深
め
る
中
で
、
そ
れ

ぞ
れ
の
地
域
で
啓
発
・
相
談
活
動
を
展
開
す

る
民
間
団
体
や
、
全
国
規
模
で
開
設
さ
れ
た

電
話
相
談
窓
口
等
を
通
じ
、
過
労
死
等
で
悩

む
労
働
者
や
そ
の
家
族
等
か
ら
の
相
談
に
携

わ
る
弁
護
士
団
体
が
活
動
し
て
き
た
。
ま
た
、

こ
う
し
た
団
体
や
国
・
地
方
公
共
団
体
と
の

連
携
の
要
に
な
る
民
間
団
体
や
、
研
究
者
、

弁
護
士
等
の
専
門
家
が
研
究
会
や
啓
発
活
動

等
を
行
う
民
間
団
体
な
ど
も
組
織
さ
れ
て
い

る
状
況
に
あ
る
。

　

こ
う
し
た
な
か
、
大
綱
で
は
「
過
労
死
等

の
防
止
対
策
が
最
大
限
そ
の
効
果
を
発
揮
す

る
に
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
主
体
が
協
力
・
連
携

し
、
国
民
的
な
運
動
と
し
て
取
り
組
む
こ
と

が
必
要
」
な
ど
と
指
摘
。
こ
の
た
め
、「
過
労

死
等
の
防
止
の
た
め
の
民
間
団
体
の
活
動
を
、

国
お
よ
び
地
方
公
共
団
体
が
支
援
す
る
と
と

も
に
、
民
間
団
体
の
活
動
内
容
等
の
周
知
を

進
め
る
必
要
が
あ
る
」
と
し
た
。

 

国
が
取
り
組
む
重
点
対
策

　

そ
の
う
え
で
、
調
査
研
究
等
、
啓
発
、
相

談
体
制
の
整
備
等
、
民
間
団
体
の
活
動
に
対

す
る
支
援
と
い
う
四
本
柱
を
め
ぐ
り
、「
国
が

取
り
組
む
重
点
対
策
」
に
つ
い
て
は
次
の
よ

う
に
規
定
し
た
。

　

ま
ず
、「
調
査
研
究
等
」
で
は
「
過
労
死
等

事
案
の
分
析
」
と
し
て
、「
過
労
死
等
の
実
態

を
多
角
的
に
把
握
す
る
た
め
、（
独
）
労
働
安

全
衛
生
総
合
研
究
所
に
設
置
さ
れ
て
い
る

『
過
労
死
等
調
査
研
究
セ
ン
タ
ー
』
等
で
、

過
労
死
等
に
係
る
労
災
認
定
事
案
、
公
務
災

害
認
定
事
案
を
集
約
し
、そ
の
分
析
を
行
う
」

と
し
た
。
ま
た
、
精
神
障
害
や
自
殺
事
案
の

分
析
に
つ
い
て
は
「
自
殺
予
防
総
合
対
策
セ

ン
タ
ー
と
の
連
携
を
図
る
」
ほ
か
、「
労
災
請

求
等
を
行
っ
た
も
の
の
労
災
ま
た
は
公
務
災

害
と
し
て
認
定
さ
れ
な
か
っ
た
事
案
に
つ
い

て
も
、抽
出
し
て
分
析
を
行
う
」な
ど
と
し
た
。

　
「
疫
学
研
究
等
」
で
は
、
過
労
死
等
の
リ

ス
ク
要
因
と
そ
れ
ぞ
れ
の
疾
患
、
健
康
影
響

と
の
関
連
性
を
明
ら
か
に
す
る
た
め
「
長
期

的
に
追
跡
調
査
を
進
め
る
」
ほ
か
、
職
場
環

境
改
善
対
策
に
つ
い
て
過
労
死
等
の
防
止
効

果
を
把
握
で
き
る
よ
う
、「
事
業
場
間
の
比
較

等
に
よ
り
分
析
す
る
」
な
ど
と
し
た
。

　
「
労
働
・
社
会
分
野
の
調
査
・
分
析
」
で
は
、

過
労
死
等
の
背
景
要
因
の
分
析
、
良
好
な
職

場
環
境
を
形
成
す
る
要
因
に
係
る
分
析
等
を

行
う
た
め
、「
過
労
死
等
と
関
連
性
を
有
す
る

統
計
に
つ
い
て
情
報
収
集
、
分
析
等
を
行
い
、

基
本
的
な
デ
ー
タ
の
整
備
を
図
る
」
な
ど
と

し
、
そ
の
際
に
は
「
過
労
死
等
が
『
長
時
間

の
労
働
を
行
っ
て
い
る
労
働
者
』
に
生
じ
る

こ
と
に
か
ん
が
み
、
必
要
な
再
集
計
を
行
う

等
に
よ
り
適
切
な
分
析
を
行
う
」
ほ
か
、「
諸

外
国
の
労
働
時
間
制
度
等
の
状
況
も
踏
ま
え

て
分
析
を
行
う
」
と
し
た
。

　
「
啓
発
」
に
当
た
っ
て
は
、
①
国
民
に
向

け
た
周
知
・
啓
発
、
②
大
学
・
高
等
学
校
等

に
お
け
る
労
働
条
件
に
関
す
る
啓
発
、
③
長

時
間
労
働
の
削
減
の
た
め
の
周
知
・
啓
発
、

④
過
重
労
働
に
よ
る
健
康
障
害
の
防
止
に
関

す
る
周
知
・
啓
発
、
⑤
「
働
き
方
」
の
見
直

し
に
向
け
た
企
業
へ
の
働
き
か
け
の
実
施
お

よ
び
年
次
有
給
休
暇
の
取
得
促
進
、
⑥
メ
ン

タ
ル
ヘ
ル
ス
ケ
ア
に
関
す
る
周
知
・
啓
発
、

⑦
職
場
の
パ
ワ
ー
ハ
ラ
ス
メ
ン
ト
の
予
防
・

解
決
の
た
め
の
周
知
・
啓
発
、
⑧
商
慣
行
等

も
踏
ま
え
た
取
り
組
み
の
推
進
、
⑨
公
務
員
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に
対
す
る
周
知
・
啓
発
等
に
向
け
て
、
さ
ま

ざ
ま
な
対
策
を
列
挙
し
た
（
図
表
）。

　

ま
た
、「
相
談
体
制
の
整
備
等
」
で
は
、「
労

働
条
件
・
健
康
管
理
に
関
す
る
相
談
窓
口
の

設
置
」や「
産
業
医
等
相
談
に
応
じ
る
者
に
対

す
る
研
修
の
実
施
」「
労
働
衛
生
・
人
事
労
務

関
係
者
等
に
対
す
る
研
修
の
実
施
」「
公
務
員

に
対
す
る
相
談
体
制
の
整
備
等
」
を
あ
げ
た
。

 

国
以
外
の
主
体
が
取
り
組
む
重
点
対
策

　

大
綱
は
ま
た
、「
国
以
外
の
主
体
（
地
方
公

共
団
体
、
労
使
、
民
間
団
体
、
国
民
）
が
取

り
組
む
重
点
対
策
」
も
規
定
し
て
い
る
。

　

地
方
公
共
団
体
に
つ
い
て
は
、「
国
が
行
う

対
策
に
協
力
す
る
と
と
も
に
、
地
域
の
産
業

の
特
性
等
の
実
情
に
応
じ
て
取
り
組
み
を
進

め
る
よ
う
努
め
る
」
な
ど
と
明
記
。
事
業
主

に
つ
い
て
は
、「
経
営
幹
部
等
の
取
り
組
み
」

や
「
産
業
保
健
ス
タ
ッ
フ
等
の
活
用
」
を
通

じ
、「
国
が
行
う
対
策
に
協
力
す
る
と
と
も
に
、

労
働
者
を
雇
用
す
る
者
と
し
て
責
任
を
持
っ

て
過
労
死
等
の
防
止
対
策
に
取
り
組
む
よ
う

努
め
る
」
な
ど
と
し
た
。

　

こ
う
し
た
対
策
の
毎
年
の
推
進
状
況
は
、

今
後
、「
過
労
死
等
防
止
対
策
推
進
協
議
会
」

に
報
告
す
る
も
の
と
さ
れ
、
同
協
議
会
で
そ

の
内
容
を
点
検
し
、
関
係
行
政
機
関
は
点
検

の
状
況
を
踏
ま
え
て
、
以
後
の
対
策
を
推
進

す
る
こ
と
に
な
る
。

　

ま
た
、
過
労
死
等
防
止
対
策
推
進
法
で
は
、

「
政
府
は
過
労
死
等
に
関
す
る
調
査
研
究
等

の
結
果
を
踏
ま
え
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る

と
き
は
、
過
労
死
等
の
防
止
の
た
め
に
必
要

な
法
制
上
ま
た
は
財
政
上
の
措
置
そ
の
他
の

措
置
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
」
と
規
定
さ
れ

て
い
る
こ
と
か
ら
、
大
綱
で
規
定
さ
れ
た
対

策
は
、
調
査
研
究
等
の
結
果
を
踏
ま
え
て
適

宜
、
見
直
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
。

　

な
お
、
大
綱
は
、「
社
会
経
済
情
勢
の
変
化
、

過
労
死
等
を
め
ぐ
る
諸
情
勢
の
変
化
、
大
綱

に
基
づ
く
対
策
の
推
進
状
況
等
を
踏
ま
え
、

ま
た
、
法
附
則
第
二
項
に
基
づ
く
検
討
の
状

況
も
踏
ま
え
、
お
お
む
ね
三
年
を
目
途
に
必

要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
に
見
直
し
を
行

う
」
と
さ
れ
て
い
る
。

（
調
査
・
解
析
部
）

国民に向けた周知・啓発の実施
○�年間を通じ、インターネット、リーフレット、ポスター等、多様な媒体を活用して周知・啓発
○ �｢ 精神保健福祉センター ｣等と連携した、遺族に対する支援に関する啓発
○�とくに ｢過労死等防止啓発月間 ｣では、過労死等の防止のための活動を行う民間団体が取り組むシン
ポジウムを支援して開催する等により、集中的に周知・啓発

○ �｢ 安全衛生優良企業公表制度 ｣により、過重労働対策やメンタルヘルス対策に取り組んでいる企業が
社会的に評価されるよう広く周知

大学・高等学校等における労働条件に関する啓発の実施
○�中学校、高等学校等で、勤労の権利と義務、労働問題、労働条件の改善、仕事と生活の調和について
理解を深める指導がしっかり行われるよう、学習指導要領の趣旨を徹底。その際、各学校の指導の充
実を図るため、厚生労働省が作成した労働関係法令に関するハンドブックの活用や、都道府県労働局
が行う労働関係法規等の授業の講師派遣について周知

○�大学生、高校生等の若年者を主な対象とする労働条件に関するセミナーで、過重労働による健康障害
防止を含めた労働関係法令に関する知識について説明

長時間労働の削減のための周知・啓発の実施
○�過重労働、賃金不払残業の疑いがある企業等に対し、労働基準監督署の体制を整備しつつ、監督指導
等を徹底。過労死等を発生させた事業場には、当該疾病の原因の究明、再発防止対策の徹底を指導

○�「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する基準」について周知・啓発。また、
労働基準法第３６条第１項の規定に基づく協定について、労働者に周知させることを徹底するとともに、
月４５時間を超える時間外労働や休日労働が可能な場合でも、時間外労働協定における特別延長時間や
実際の時間外・休日労働時間の縮減について啓発指導

○�脳・心臓疾患に係る労災認定基準では、週４０時間を超える時間外労働がおおむね４５時間を超えて長く
なるほど、業務と発症の関連性が徐々に強まり、発症前１カ月間におおむね１００時間または発症前２カ
月間ないし６カ月間にわたって、１カ月当たりおおむね８０時間を超える時間外労働が認められる場合は、
業務と発症との関連性が強いと評価できるとされていることに留意するよう周知・啓発

○�週労働時間が６０時間以上の労働者をなくすよう努めることや、長時間労働を削減するためには、労働
時間等設定改善指針に規定された各取り組みを行うことが効果的なことについて周知・啓発� 等

過重労働による健康障害の防止に関する周知・啓発の実施
○�「過重労働による健康障害を防止するため事業者が講ずべき措置」について、行政体制を整備しつつ、
事業者に広く周知・指導徹底。その際、必要な睡眠時間を確保すること、生活習慣病など自らの健康
づくりに取り組むべきことについても、事業者、国民に広く周知・啓発

○�裁量労働制の対象労働者や管理・監督者についても、事業者に健康確保の責務があることから、労働
安全衛生法令に基づき、医師による面接指導等必要な措置を講じなければならないこと等を啓発指導

○�事業主、労務担当者等を対象に、過重労働防止対策に必要な知識を習得するためのセミナーを実施し、
企業の自主的な改善を促進。また、ポータルサイトを活用して労働者、事業者等に広く周知・啓発

「働き方」の見直しに向けた企業への働きかけ及び年次有給休暇の取得促進
○�長時間労働の削減に向けた自主的な取り組みを促進するため、業界団体や地域の主要企業の経営陣に
対して働き方改革の実施を働き掛け。また、先進的な取組事例や、企業が働き方・休み方の現状と課
題を自己評価できる「働き方・休み方改善指標」等について、ポータルサイトの運営により情報発信。
さらに、働き方改革に取り組む労使の意識高揚のため、シンポジウムを開催

○�年次有給休暇の取得促進については、翌年度の年次有給休暇の計画づくりの時期である１０月を「年次
有給休暇取得促進期間」とし、全国の労使団体や個別企業労使に対して集中的に広報。また、国、地
方公共団体が協働し、地域のイベント等に合わせた計画的な年次有給休暇の取得を企業、住民等に働
き掛け、地域の休暇取得促進の気運を醸成。併せて、地方公共団体の自主的な取組を促進するため、
地域の取組好事例を地方公共団体に情報提供する等により水平展開

メンタルヘルスケアに関する周知・啓発の実施
○�職場のメンタルヘルス対策を推進するため、行政体制を整備しつつ、平成２７年１２月１日に施行される「ス
トレスチェック制度」および「労働者の心の健康の保持増進のための指針」について普及啓発・指導
徹底。小規模事業場に対しては、｢地域産業保健センター ｣の利用を促進等。また、｢産業保健総合
支援センター ｣等で、メンタルヘルスに関する知識の付与と能力の向上等を目的とした研修を実施

○�メンタルヘルス不調等の場合、職場の上司・同僚だけでなく、家族・友人等も不調のサインに気づき、
必要に応じて専門家等につなげることが重要であることについて周知・啓発

職場のパワーハラスメントの予防・解決のための周知・啓発の実施
○ �｢ 過労死等防止啓発月間 ｣を中心に、啓発用ホームページ、リーフレット、ポスター等、多様な媒体
を活用して集中的に周知・啓発。また、パワハラの予防から事後対応までをサポートする、「パワハ
ラ対策導入マニュアル」の周知・普及を図り、労使、企業における取り組みを支援。加えて、全国
４７都道府県で人事労務担当者向けのセミナーを実施� 等

商慣行等も踏まえた取り組みの推進
○�業種・業態の特性に応じて発注条件・発注内容の適正化を促進する等、取引関係者に対して啓発・働
き掛け� 等

公務員に対する周知・啓発等の実施
○�国家公務員については「超過勤務の縮減に関する指針」や「国家公務員の女性活躍とワークライフバ
ランス推進のための取組指針」等に基づく超過勤務縮減の取り組みを推進するため、周知・啓発。ま
た、「職員の心の健康づくりのための指針」等の周知・啓発、管理監督者に対するメンタルヘルスに係
る研修、ｅ－ラーニング教材を用いたメンタルヘルス講習、パワーハラスメント防止講習を実施。

○�地方公務員については、地方公共団体に対し、過重労働・メンタルヘルス対策等の推進を働き掛け

図表　「啓発」をめぐり国が取り組む重点対策の内容


